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業績予想の差異に関するお知らせ  
 

平成２１年３月期（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）の通期業績予想について、平成２１年２

月１０日付「繰延税金資産及び繰延税金負債の取崩し並びに業績予想の修正に関するお知らせ」にて公表いた

しました業績予想に下記のとおり差異が発生いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１.平成２１年３月期通期連結業績予想数値との差異（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）    (単位;百万円) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） ５，１２０ △３１ ２７ △１５８ △２６円２３銭

今回発表予想（Ｂ） ４，９９０ △８６ △１３２ △２７２ △３７円２６銭

増  減  額（Ｂ）－（Ａ） △１２９ △５５ △１５９ △１１３ ―

増   減   率（％） △２．５ ― ― ― ―

(ご参考)前期実績 

(平成２０年３月期) 
５，１１７ １４１ １９１ ３９ ５円４５銭

 

２.平成２１年３月期通期個別業績予想数値との差異（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）      (単位;百万円) 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） ４，２０４ △２１９   △１１２ △１９１ △２１円６９銭

今回発表予想（Ｂ） ４，１４７ △２４１ △２４７ △３３９ △４６円４７銭

増  減  額（Ｂ）－（Ａ） △５７        △２１     △１３４ △１４７  ―

増   減   率（％） △１．４  ― ― ― ―

(ご参考)前期実績 

(平成２０年３月期) 
４,２７５ △４３    ５４   １３ １円８７銭

 

３.差異の理由 

米国金融危機に端を発した世界同時不況と、これに伴う急激な円高および株式市場の急落を受けて、輸出型

製造業を中心に急速に業績が悪化しました。またこれに関連して広範囲にわたって生産および雇用の調整が顕

著となり、景気の失速感と先行きの不安感が一気に蔓延するなど、未曾有の状況に陥りました。縫い糸市場も、

先行きの生活不安感から、消費マインドの急速な委縮と、生活防衛意識の高まりを受けて、国内の衣料品の売

れ行きが一層落ち込むとともに、世界の縫製基地となった中国縫製市場も大きな打撃を受け、日本・中国共に

一層厳しい状況に陥りました。このような状況の中、当社グループは、日中両市場におけるシェア拡大と、手

作りホビー分野での需要の掘り起こしなど、引き続き中期の経営課題に取り組みつつ、将来の競争力強化のた

め、国内生産拠点の移転統合を実施いたしましたが、日中両市場での大幅な衣料品の生産調整の影響は予想以

上に大きい結果となりました。 
個別の平成２１年３月期の売上高は、上記の状況を踏まえ、前回発表の予想を下回ることになりました。利



益につきましても、営業利益、経常利益、当期純利益ともに前回発表の予想を下回ることになりました。その

主な理由は、売上高減少及び操業度低下の影響による売上総利益の減少に加えて、先行的な販売促進関連費用

の増加、内部統制構築に係わる関連費用の増加、最近の経済情勢を踏まえて回収可能性を詳細に検討した結果

としての貸倒引当金の繰入れ（営業外費用）を行ったことや、生産拠点の移転統合に関する取り壊し等関連費

用（特別損失）を追加計上したことなどによるものであります。 

連結の平成２１年３月期の売上高についても、個別同様、上記の理由から、前回発表の予想を下回ることに

なりました。利益につきましても、営業利益、経常利益、当期純利益ともに前回発表の予想を下回ることにな

りました。その主な理由は、個別における売上高減少、操業度低下の影響及び中国での売上高減少の影響によ

る売上総利益の減少に加えて、個別の先行的な販売促進関連費用の増加、内部統制構築に係わる関連費用の増

加、最近の経済情勢を踏まえて回収可能性を詳細に検討した結果としての貸倒引当金の繰入れ（営業外費用）

を行ったことや、生産拠点の移転統合に関する取り壊し等関連費用（特別損失）を追加計上したことなどによ

るものであります。 

 
 

                                  以   上 


